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平成29年2月24日

報道関係者 各位 【照会先】

第一部会担当審査総括室

室 長 寺 山 洋 一

（直通電話）03-5403-2157

ダイシン物流不当労働行為再審査事件

（平成28年(不再)第９号）命令書交付について

中央労働委員会第一部会（部会長 諏訪康雄）は、平成29年2月23日、標記事件に関する命令書を

関係当事者に交付しましたので、お知らせします。

命令の概要は、次のとおりです。

【命令のポイント】

～ ①団体交渉に係る期日の設定、②団体交渉において、Ａ組合員に適用される就業規則等を

示さなかったなどの会社の対応、③Ａ組合員に対するＢ社長の発言が、不当労働行為に当た

るとされた事案 ～

①団体交渉に係る期日の設定、②団体交渉において、Ａ組合員に適用される就業規則等を組

合に示さず、また、組合からの質問等に対して、就業規則等の根拠を示して具体的に説明しよ

うとしなかったなどの会社の対応は、いずれも不誠実といわざるを得ず、労働組合法第７条第

２号の不当労働行為に当たる。

また、③Ａ組合員に対するＢ社長の発言は、組合からの脱退勧奨といわざるを得ず、労働組

合法第７条第３号の不当労働行為に当たる。

Ⅰ 当事者

１ 再審査申立人 ：ダイシン物流株式会社（「会社」）（大阪市福島区）

従業員313名（平成27年9月現在）

２ 再審査被申立人：アルバイト・派遣・パート・非正規等労働組合（「組合」）（神戸市中央区）

組合員27名（平成27年9月現在）

Ⅱ 事案の概要

１ 本件は、会社が、①団体交渉の開催期日を先延ばしにしたこと、②組合に就業規則を示して説

明を行わなかったこと、③Ａ組合員に係る平成２６年６月以降の労働条件について説明を行わず、

Ａ組合員に係るパワーハラスメントに関してその具体的な調査内容を説明しなかったこと、④Ａ

組合員の給与を減額し、配置転換等を行ったこと、⑤Ａ組合員の組合加入について批判を行った

ことが、それぞれ不当労働行為であるとして、救済申立てがあった事件である。

２ 初審兵庫県労委は、会社が、組合に対し、就業規則の記載を確認する機会を付与することを命

じるとともに、①本件団体交渉の期日設定について誠実に対応しなかったこと、②第２回団体交

渉から第４回団体交渉までにおいて、就業規則を組合に提示しなかったこと、③第３回団体交渉

において、Ａ組合員に係る平成２６年６月以降の労働条件について説明しなかったこと、④平成

２５年１２月３日、Ａ組合員に対して脱退勧奨を行ったことに関する文書交付を命じ、その余の

申立てを棄却したところ、会社は、初審命令の救済部分を不服として、同部分を取り消し、同部

分に係る救済申立てを棄却するよう求めて、再審査を申し立てた。
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Ⅲ 命令の概要

１ 主文（初審の主文を変更）の要旨

本件団体交渉に係る期日の設定について、第１回団体交渉及び第２回団体交渉における会社の

対応を不誠実なものとした初審命令の判断は相当であるが、第３回団体交渉及び第４回団体交渉

における会社の対応についても、これを不誠実なものとした初審命令の判断は相当とはいえない

こと等から、初審命令主文の一部を変更し、その余の再審査申立を棄却した。

２ 判断の要旨

(1) 本件団体交渉に係る期日の設定についての会社の対応は、労働組合法第７条第２号の不当労

働行為に当たるか。

ア 第１回団体交渉に係る期日の設定について、会社が、Ａ組合員に対する脱退勧奨を行った

（下記(4)参照）ことにより、同人が組合から脱退すれば組合との団体交渉を回避できると

期待し、あえて組合との連絡を断っていたものと推認される経緯に照らすと、２０日間にわ

たり組合との連絡を行っていなかった会社の対応は、不誠実といわざるを得ず、労働組合法

第７条第２号の不当労働行為に当たる。

イ 第２回団体交渉に係る期日の設定について、会社が、第１回団体交渉終了後、パワーハラ

スメントに関する問題についての調査の実施状況等を踏まえた団体交渉に係る期日を連絡す

べきであったにもかかわらず、２か月近くにわたり組合と連絡を行わなかったのは、不誠実

な対応といわざるを得ず、労働組合法第７条第２号の不当労働行為に当たる。

ウ 第３回団体交渉が、組合が要望した団体交渉の期日の最終日から起算して１２日内に開催

されたこと等からすれば、同団体交渉に係る期日の設定についての会社の対応は、直ちに不

誠実であったとまではいえない。

エ 第４回団体交渉が、当初組合が要望した団体交渉の期日の最終日から起算して１６日内に、

また、再度組合が要望した団体交渉の期日の最終日から起算して４日内に開催されたこと等

からすれば、同団体交渉に係る期日の設定についての会社の対応は、直ちに不誠実であった

とまではいえない。

(2) 会社が、第２回団体交渉から第４回団体交渉までにおいて、組合に就業規則等の根拠を示し

て説明を行わなかったことは、労働組合法第７条第２号の不当労働行為に当たるか。

会社が、第２回団体交渉から第４回団体交渉までにおいて、義務的団交事項である協議事項

に関し、Ａ組合員に適用される就業規則等を組合に示さず、また、組合からの質問等に対して、

就業規則等の根拠を示して具体的に説明しようとしなかったことは、不誠実といわざるを得ず、

労働組合法第７条第２号の不当労働行為に当たる。

(3) 会社が、第３回団体交渉において、Ａ組合員に係る平成２６年６月以降の労働条件について

組合に説明しなかったことは、労働組合法第７条第２号の不当労働行為に当たるか。

会社が、第３回団体交渉において、Ａ組合員に係る平成２６年６月以降の労働条件について

組合に説明しなかったことは、不誠実な対応といわざるを得ず、労働組合法第７条第２号の不

当労働行為に当たる。

(4) 平成２５年１２月３日、Ｂ社長は、Ａ組合員に対し、組合についての発言をしたか、発言を

したとする場合、その発言は、労働組合法第７条第３号の不当労働行為に当たるか。

平成２５年１２月３日のＢ社長の発言は、その全体を通してみれば、Ａ組合員に対する組合

からの脱退勧奨といわざるを得ず、これは組合の運営やその活動を抑制するものであるから、

労働組合法第７条第３号の不当労働行為に当たる。

【参考】

初審救済申立日 平成26年８月14日（兵庫県労委平成26年(不)第７号）

初審命令交付日 平成28年１月26日

再審査申立日 平成28年２月８日


